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喫煙による健康影響と超過医療費

超過医療費

11,669億円

【出典】 超過罹患者数・超過医療費
・五十嵐中: 受動喫煙防止等のたばこ対策による経済面の効果評価とモデルの構築. 厚労科研費2016年度 新FCTC中村班報告書.

超過死亡数
・Ikeda N, et al: Adult mortality attributable to preventable risk factors for non-communicable diseases and 

injuries in Japan: a comparative risk assessment. PLoS Med. 2012; 9(1): e1001160.
・片野田耕太ら: 受動喫煙と肺がんについての包括的評価および受動喫煙起因死亡数の推計.厚労科研費2015年度 片野田班報告書.

超過罹患者数

79.2万人

超過死亡数

13万人

超過医療費

3,233億円

超過罹患者数

24.2万人

超過死亡数

1.5万人

能動喫煙

受動喫煙

禁煙推進のための２つの社会環境整備

喫煙者の同定 動機の強化 禁煙支援・治療

保健医療介入システム

公衆衛生的介入システム
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様々な機会を用いた禁煙の声かけ

禁煙の声かけ
禁煙外来

（対面、オンライン）

■厚労省「標準的な健診・保健指導プログラム」

「血圧及び喫煙については、虚血性心疾患や脳血管疾患の発症リスクとして
重視すべき項目であるため、健診当日を含め、面接での対応を強化することが
求められる。特に喫煙者に対しては、禁煙支援および積極的な禁煙外来の利
用を促すことが望ましい。」

※簡易禁煙支援マニュアル
※喫煙へのフィードバック文例集

■厚労省「禁煙支援マニュアル」
(第二版)の発行

第2期特定健診・特定保健指導における
喫煙の保健指導の強化

Ⅰ．本教材のねらいと特徴

Ⅱ．知識編
１．非感染性疾患(NCDS)対策における禁煙の意義
２．健診・保健指導などでできる短時間支援法
３．受動喫煙に関する健康影響と情報提供

Ⅲ．実践編
１．健診や保健事業での禁煙支援の取り組み方
２．受動喫煙に関する情報提供
３．短時間支援（ABR方式）の取り組み方
４．標準的支援（ABC方式）の取り組み方
５．禁煙支援・受動喫煙に関する情報提供の実際
６．喫煙に関するフィードバック文例集
７．短時間の禁煙アドバイス－お役立ちセリフ集

Ⅳ．資料編

禁煙支援に役立つ教材や資料

禁煙支援マニュアル（第二版）
増補改訂版(2018年)

今回の主な改訂点
喫煙・受動喫煙の健康影響のデータ更新
加熱式たばこに関する情報提供と使用者への対応
受動喫煙の健康影響に関する情報提供

カウンセリングの映像は厚生労働省
e-ヘルスネットで閲覧可能

http://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/health-
guidance/no_smoking_manual.html

日常業務の中で実施する禁煙支援
1分メソッド

１．禁煙の重要性を高める

※禁煙すべきであることを「はっきり」と伝える

※禁煙が「重要かつ優先順位が高い健康課題である」ことを強調する

※喫煙の健康影響、禁煙の効果について「個別的に」情報提供する

２．禁煙のソリューションを提案する
※自力で禁煙するよりも、禁煙補助剤や禁煙外来を利用した方が

「楽に」「より確実に」「費用もあまりかからずに」禁煙できる

ことを伝える

Brief advice（簡易なアドバイス）
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準備性と重要性・自信の関係

重
要
性

自信

行動変容の
準備ができている

関心期

無関心期

準備期

無関心期

維持期
実行期

関心期

準備期

行動変容のステージモデル
Prochaska and DiClemente (1986)

MN01.09

楽に、確実に、お金をかけずに禁煙できる
①比較的楽にやめられる ②より確実にやめられる

禁煙の可能性が

自力に比べて3～4倍アップ

※6か月継続禁煙では

ニコチンパッチでは4倍、バレニクリン6倍アップ

③あまりお金をかけずにやめられる

保険による禁煙治療とタバコ代の比較 （いずれも12週分の費用）

ニコチンパッチ （貼り薬）

13,080円

バレニクリン （のみ薬）

19,660円

タバコ代 （1箱430円、1日1箱）

36,120円VS

(注1) 保険による禁煙治療の自己負担は3割として計算
(注2) ニコチンパッチは8週間、バレニクリンは12週間の標準使用期間として費用を算出

2～3日 （day）

禁
断
症
状
の
強
さ

つらい禁煙

無理なく禁煙

禁煙

(出典: 禁煙治療のための標準手順書 第6版、2014)

(Kasza KA, et al: Addiction. 108(1): 193-202, 2013) 

研究方法：大阪S市での総合健診（がん検診を含む）の場での介入研究、月ごとに割付
研究対象：介入群221人、非介入群230人（応諾率91.7%、90.9%）、研究時期：2011～12年
介入内容：介入群は診察医師の禁煙の助言と保健指導実施者による1～2分間程度の禁煙支援、

非介入群はアンケート調査のみ

* 性、年齢、禁煙関心度、禁煙経験の有無で調整
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6.1

11.2
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全体 無関心期+前熟考期 熟考期+準備期

非介入群 介入群

(N=230)(N=221) (N=155)(N=132) (N=75) (N=89)

(%)
全体の調整オッズ比*（95%信頼区間）

呼気CO確認 3.29 (1.33-9.36)     

（6ヵ月以内に禁煙を考えていない） （6ヵ月以内に禁煙を考えている）

中山富雄、 嶋田ちさ: 健診・検診や保健指導の場における禁煙支援の事例報告 (1)地域の事例報告. 大井田隆、他(編）: 
特定健康診査・特定保健指導における禁煙支援から始めるたばこ対策. 日本公衆衛生協会, p125-133, 2013. 

健診の場での短時間の禁煙介入の効果
－6ヵ月後断面禁煙率(呼気CO濃度確認)－ 禁煙の動機を高めるアプローチ－5つのR

5R 内容

Relevance 患者の特性（病状や健康への関心事、家族構成、社会的立場、性や年齢
など）を考慮して、それぞれの患者に合った禁煙の必要性についての情報を
伝える。

Risks 患者が喫煙による健康影響についてどのように考えているのか聞き出すと
ともに、患者の特性を踏まえて、最も関係のありそうな健康影響についての
情報を提供する。

Rewards 患者が禁煙の効果についてどのように考えているのか聞き出すとともに、患
者に最も関係のありそうな禁煙の効果についての情報を提供する。

Roadblocks 患者の禁煙を妨げる障壁について聞き出し、それを解決するための方法
（問題解決カウンセリング、禁煙補助薬）について助言する。

Repetition 上記の動機を高める働きかけは受診の機会を利用して繰り返して行う。

（Fiore MC, et al: Treating tobacco use and dependence: 2008 update. Clinical Practice Guideline. 2008をもとに作成）
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禁煙にむけてよくある不安や心配

■初めてなので心配→ リハーサルのつもりで。

■何度も失敗していて自信がない→ ゴールに近い

■意志が弱いので自信がない→ 意志の問題でない

■ストレスが増えるのでは？→ 禁煙できれば、むしろ減ります

■体重が増えるのでは？→ 平均2キロ、禁煙してからで大丈夫

■禁煙宣言した方がよいですか？→ 人によりけり、周りによりけり

動機づけ面接法の原則

1.共感

2.矛盾を明らかにする

3.抵抗を減らす

4.自己効力感（自信）をサポートする

（中村正和: 禁煙治療への導入と非薬物治療. 藤原久義(編). 各科領域における禁煙治療の実際. 医薬ジャーナル社, p46-55, 2010年）

やめたい人への支援のポイント
（禁煙専門外来での支援のポイント）

１．禁煙開始日の設定（目標設定）

２．禁煙実行にむけての問題解決カウンセリング
※禁煙にあたっての不安や心配事を聞き出して解決策を

一緒に考える

３．治療の一環としてのソーシャルサポート
※禁煙にむけて励ましたり、ほめたりして、情緒的なサポート

を提供する

４．禁煙補助薬の利用

（Fiore MC, et al. Treating tobacco use and dependence: 2008 update. Clinical Practice Guideline. 2008）

（日本循環器学会, 他.  禁煙治療のための標準手順書 第6版. 2014年4月）

日本禁煙推進医師歯科医師連盟と地域医療振興協会共同事業（J-STOP）

[開講期間]毎年、12月～3月頃にかけて開講

[トレーニング内容]下記からいずれか１つを選択

禁煙治療版（学習時間10-12時間）
禁煙外来での禁煙治療

禁煙治療導入版（学習時間3-4時間）

日常診療や薬局・薬店での短時間支援

禁煙支援版（学習時間4-5時間）
保健事業の場での短時間支援と標準的支援
☆厚生労働省「禁煙支援マニュアル（第二版）」に準拠

[申込方法]J-STOPﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからｵﾝﾗｲﾝで申込

http://www.j-stop.jp/

J-STOP（Japan Smoking Cessation Training Outreach Project）は、日本禁煙
推進医師歯科医師連盟が実施しているeラーニングを用いた禁煙支援・治療の
ための指導者養成プロジェクトの名称である。
これまでの活動が認められ、 2014年に厚生労働省主催の第3回「健康寿命を
のばそう！アワード」において、健康局長優良賞を受賞した。

eラーニングによる指導者トレーニング
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J-STOP eラーニングの概要 2型糖尿病患者における禁煙後の血糖の変化
英国のプライマリケアデータベースを用いた後ろ向きコホート研究

18歳以上の2型糖尿病患者10,692例（禁煙者3,131例）

禁煙1年後にはHbA1cは0.21%（2.3mmol/mol）増加

禁煙3年後には喫煙者と同レベルまで改善

Lycett D et al. Lancet Diabetes & Endocrinology. 2015; 3: 423-430.

8.0

HbA1c

7.8

7.9

7.7

禁煙後の体重増加と心血管疾患リスクへの影響
Framingham offspring studyのデータ（1984～2011年）を用いて解析。4年毎に調査を行い、
喫煙状況と6年間の心血管イベントの関係を分析。
禁煙後4年間の体重変化が禁煙と心血管イベントの関係に及ぼす影響を検討。
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(Clair C, et al: JAMA 309(10): 1014-1021, 2013)

喫煙と総死亡リスクの関係
（2型糖尿病患者，コホート研究）

（Al-Delaimy WK, et al. Diabetes Care. 2001; 24: 2043-2048.）
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日本の糖尿病患者の死亡原因

日本糖尿病学会
糖尿病の死因に関する委員会報告

アンケート調査による日本人糖尿病の死因
2001年～2010年、45708名での検討

第１位 がん 38.3％
第２位 感染症 17.0%
第３位 血管障害* 14.9%   * 心筋梗塞、脳卒中、腎不全

（中村⼆郎、他:糖尿病、59: 667-684, 2016）

【参考】 糖尿病患者の死亡の予測因子
第１位 喫煙、 第２位 運動不足、 第３位 婚姻状態
第４位 HbA1c、第5位 脂質異常、 第6位 腎機能

Rawshani A, et al: N Engl J Med. 2018; 379(7): 633-644.

（注） 脳卒中、急性心筋梗塞の最大の予測因子はHbA1c値

禁煙後の2型糖尿病の発症

禁煙後5～7年でピークとなり、その後減少

Hu Y, et al: N Engl J Med. 2018; 379(7): 623-632. 

禁煙後の心血管疾患による死亡

体重増加のない者では禁煙5～10年後に
心血管死亡リスクが低下し、その後再上昇
なく平衡状態になった

Hu Y, et al: N Engl J Med. 2018; 379(7): 623-632. 

禁煙後の全死亡

Hu Y, et al: N Engl J Med. 2018; 379(7): 623-632. 

禁煙増加のなかった者では、横ばいにはならず
直線的に減少しつづけた
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体重増加の主な原因
１．ニコチン離脱症状としての中枢性の食欲亢進
２．ニコチンによる基礎代謝の亢進作用がなくなること

禁煙後の体重増加への効果的な対応

禁煙後の体重増加のコントロール
１．ニコチン離脱症状のコントロール

①禁煙補助薬を使う（少なくとも標準使用期間使用する）
②身体活動を増やす（中等度の強度）

2. エネルギーバランス
①身体活動を増やす（禁煙直後から）
②食事の改善（禁煙が安定してから）

ニコチン離脱症状
症状 持続期間 頻度

イライラ・易攻撃性 <4 weeks 50%
抑うつ # <4 weeks 60%
落ち着きのなさ <4 weeks 60%
集中困難 <2 weeks 60%
食欲亢進 >10 weeks 70%
軽度の頭痛 <48 hours 10%
夜間覚醒 <1 week 25%
便秘 >4 weeks 17%
口腔内の潰瘍 >4 weeks 40%
喫煙欲求 # >2 weeks 70%

(Manual of Smoking Cessation  A Guide for Counsellors and Practitioners, 2006)
#  喫煙の再開と強く関係

第三期特定健診・保健指導の運用の見直し

平成30年度から積極的支援対象者に対する柔軟な特定保健指導のモデル実施の要件
の一つとして、禁煙支援が位置づけられた。

健康保険による禁煙治療の効果検証結果
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(%)

治療終了時の禁煙率 治療終了9ヵ後の継続禁煙率

（注）治療終了時の全体の禁煙率は、治療中止時および治療終了時点の禁煙率を合計して算出

（第1回調査; 中医協 総会資料, 2008年7月 / 第2回調査; 中医協総会資料, 2010年6月月 / 第3回調査; 中医協総会資料, 2018年1月）
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現実的な条件下での禁煙補助剤の効果
－ITC Four Country Study－

●1ヵ月間禁煙
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* p<0.05、** p<0.01、*** p<0.001

(Kasza KA, et al: Addiction. 108(1): 193-202, 2013) 

禁煙試行者における禁煙方法
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禁煙治療

自 力

24.2 

39.1 
7.2 

14.4 

15.2 
市販の
禁煙補助薬

自 力

加熱式たばこ

禁煙治療

電子たばこ

2010年 2018年

（注）実人数での禁煙方法の利用割合を算出するため、①禁煙治療、②市販の禁煙補助薬、③加熱式たばこ
（2018年のみ） 、④電子たばこ（2018年のみ）、⑤自力の順に順位付けを行い、複数の方法を選択した
回答者を再分類した。

2010年：厚労科学第3次対がん研究（中村班） 喫煙者コホート調査（2010年実施）
2018年：厚労科研新FCTC班 研究分担者田淵貴大インターネット調査(2018年実施)

自力での禁煙が多い理由とその改善策

１．禁煙治療のメリットについての理解不足

⇒ドック・健診を含めた種々の機会の情報提供

治療メニューの充実（保険者）

２．治療へのアクセスが不十分

⇒禁煙手当、治療のための職務免除（事業者）

費用補助、遠隔診療の活用（保険者）

☆上記の取組みを効果的に実施するためには、

保険者、事業者、禁煙外来、ドック健診機関、遠隔診療

事業者とのコラボが大切

オンライン診療を利用した禁煙治療プログラム

◆健保等の保険者、事業者、医療機関が連携し、禁煙をサポート

企業 健康保険組合

禁煙希望者

受診勧奨、長期的サポート
通院

（オンライン診療含む）

提携医療機関

医療機関と連携

薬・処方箋の配送

ベンチャー
企業

・自由診療による遠隔診療の治療期間は８週間で実施されていることが多い

・治療終了後のフォローアップのプログラムも組み合わせて実施可能

・治療アプリを活用した禁煙支援プログラムもある
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要望事項
1. オンライン診療料の算定要件に「ニコチン依存

症管理料」を追加頂き、オンライン診療でも対
面と同様の診療報酬上の評価がなされるようお
願いしたい。

2. 「ニコチン依存症管理料」で定められた5回の治
療のうち、初診を対面で診療し、再診1、2、3、
4回目をオンライン診療とすることを認めていた
だきたい。

オンライン診療による禁煙治療の有効性
—対面診療との比較（日本）—

【方法】
RCT研究

オンライン診療群 58人
初回は対面で共通、2回－5回をオンラインで実施

対面診療群 57人

※両群とも禁煙治療アプリを利用

【結果】 オンライン 対面
9－12週の継続禁煙率 81.0% 78.9% （有意差なし）

9－24週の継続禁煙率 74.1% 71.9% （有意差なし）

脱落率 24週時 1.7% 3.5%

(Nomura A, et al: JMIR. 2019. doi: 10.2196/13520)

厚生労働省医政局長通知 2017年7月14日付
情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について

遠隔診療だけで完結する禁煙外来や、遠隔診療における電子メールやソー
シャルネットワーキングサービス（SNS）の利用が可能であることを明確化し
た。

・診療は医師または歯科医師と患者が直接対面して行われることが基本であるとしてい
るが、患者側の要請に基づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直接の対面診療
と適切に組み合わせて行われるときは、遠隔診療によっても差し支えないこととされてお
り、直接の対面診療を行った上で、遠隔診療を行わなければならないものではない、とし
た。

また、保険者が実施する禁煙外来については、定期的な健康診断・健康診査が行わ
れていることを確認し、患者側の要請に基づき、患者側の利益と不利益を十分に勘案し
た上で、医師の判断により、直接の対面診療の必要性については柔軟に取り扱っても
直ちに医師法第20条等に抵触するものではない、とした。患者側の理由により診療が
中断し、結果として遠隔診療のみで診療が実施された場合には、直接の対面診療が行
われなくとも直ちに医師法第20条等に抵触するものではない、ともしている。

日経デジタルヘルス 2017年7月19日

遠隔診療を生かす条件

１．コラボレーション
保険者・事業者、ドック健診機関、遠隔診療事業者

★上記の組織が加盟する団体間でのコラボも必要

２．ワンストップサービス
ドック健診機関の役割

短時間支援（1分）と遠隔禁煙治療の予約
遠隔禁煙治療の提供

３．指導者のトレーニング
講演会・ワークショップ＋eラーニング（J-STOP）
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喫煙率の年次推移
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*

※ 喫煙者の定義： 2003～10年は、これまで合計100本以上または6ヶ月以上たばこを吸っている（吸っていた）者のうち、この1ヶ
月間に毎日または時々たばこを吸っていると回答した者。2011～12年は、これまで習慣的にたばこを吸ってい
たことがある者のうち、この1ヶ月間に毎日または時々たばこを吸っていると回答した者。2013～17年はたばこ
を毎日吸っている、または時々吸う日があると回答した者。

たばこ値上げ（約110円）
* 男女計で17％減

(自然減2.6％)

（厚生労働省 平成29年国民健康・栄養調査結果）

禁煙困難者とは

１．高度依存者

２．精神障害者（薬物依存を含む）

３．禁煙治療経験者

４．禁煙低関心者

生活困難者

糖尿病患者： 体重増加への心配

加熱式たばこ使用者：「低害性」への安心

禁煙成功率を高めるために

薬物治療の充実
追加治療（維持療法）

段階的禁煙法など

カウンセリングの充実
問題解決カウンセリング
ソーシャルサポート
フォローアップ（ICTを含む）
カウンセラーの人数、
指導時間、指導回数

ＡＨＲＱ「たばこ使用・依存の治療ガイドライン」 （2008年）

禁煙カウンセリングの効果
【レビュー方法】
 1975～2007年の8700編の英文論文を対象
一定の条件（*）を満たした論文について、３５以上のテーマで

メタアナリシスを行い、ガイドラインの作成の基礎資料とした。

*選定条件：比例対照研究、禁煙開始日以降5ヵ月以上の
フォローアップ、ピアレビューの雑誌に掲載 2008年 Update

（第３版）

【結果】

有効なカウンセリング内容は、問題解決カウンセリングとスキルトレーング、
治療の一環としてのソーシャルサポート（医療者からの励ましや賞賛）である。

薬物治療と禁煙カウンセリングを組み合わせると、それぞれ単独に比べて効
果が高く、単独の場合に比べて禁煙率が1.4-1.7倍増加する。

治療の1回あたりの時間、治療を行った総時間、治療に関わるスタッフの数に
それぞれ比例して禁煙率が2-3倍近くまで増加する。
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新しい禁煙補助薬のエビデンス
減煙治療と追加治療

治療 内容

減煙治療1)

（段階的禁煙治療）

本数を減らして、3ヵ月以内
に禁煙したい喫煙者を対象
に24週間の治療
（12W減煙+12W禁煙）

追加治療
一般喫煙者2)

精神障害者3)

12週間の治療で禁煙した
者を対象とした12週間の追
加治療

1 Ebbert JO, et al. JAMA. 2015; 313(7): 687-694.
2 Tonstad S, et al. JAMA. 2006; 296(1): 64-71. 
3 Evins AE, et al. JAMA. 2014; 311(2): 145-154.

喫煙再開に関わる要因－バレニクリン治療

要因
オッズ比(95% CI)

Lapse（一時的再開） Relapse(７日以上の再開)

最長禁煙期間
(週)

４－６ 4.649 (2.071, 10.434) 3.337 (1.538, 7.239) 

７－９ 2.342 (1.269, 4.320) 2.474 (1.315, 4.654)

１０－１１ 1.00 1.00

年齢 (歳) ２１－３４ 3.453 (1.851, 6.441) 3.442 (1.795, 6.597)

３４－４６ 1.553 (0.828, 2.913) 1.845 (0.943, 3.609)

４７－７２ 1.00 1.00

ニコチン離脱症状
スケール(MNWS)

０ ー 1.00

１ ー 1.975 (1.097, 3.556)

２－４ ー 3.175 (1.166, 8.644)

過去の禁煙試行
経験

なし ー 1.00

あり ー 2.108 (1.168, 3.805)

Lapse: 治療終了期間中（第13-52週）における一時的な喫煙再開（来所時の呼気CO濃度増加または自己申告）
Relapse: 治療終了期間中（第13-52週）における7日以上の喫煙再開（来所時の自己申告に基づく）

(Nakamura M, et al: Clinical Therapeutics. 36(6): 918-927, 2014)

最新のエビデンスに基づいた禁煙支援ー台東区立病院

③減煙治療コース (全10回・24週）

①標準治療コース（全5回・12週）

②追加治療コース (全10回・24週）

初診から1週間以内に禁煙開始
ニコチン切れによる禁断症状を抑えるために禁煙補助薬を使⽤

標準治療コース終了後、12週間の治療を追加

最初の12週間は薬を使って本数を０まで減らし、次の12週間も薬を使って禁煙を継続

禁煙
12週間

12週間

禁煙 禁煙
12週間

12週間

減煙 禁煙
12週間

0円
協会施設の禁煙外来を受診し、バレニクリンを使⽤したと仮定
2万円

⾃⼰負担分の治療費

2万円

2.5万円6.5万円
⾃⼰負担分の治療費

4万円

2.5万円6.5万円
⾃⼰負担分の治療費

4万円

実質負担補助額

実質負担補助額

実質負担補助額

0

5

10

15

初診 ２W ４W ８W １２W １４W １６W ２０W ２４W

喫煙本数

呼気CO濃度
本/日

ｐｐｍ

10 1011

7

4
2

0 0 0

うつ病で治療中の喫煙者の禁煙治療の経過
ー減煙治療コースー

禁煙達成

PHQ-9（Patient Health Questionnaire9）： プライマリ・ケアにおいてうつ病のスクリーニングのために開発された自記式質問紙調査
判定 0点：症状無し 1～4点：軽微 5～9点：軽度 10～14点：中等度 15～19点：中～重度 20点以上：重度

PHQ-9
簡易2項目

10 ７ ３ ５ ー ー ーー
2 1 １ 0 ０ ０ ０ ０

禁煙補助薬
（チャンピックス）

2㎎/日* 2㎎/日

75mg/日 50mg/日
抗うつ剤
（ゾロフト）

減 煙 期 間 禁 煙 期 間

簡易2項目： PHQ-9 の主要2項目で判定する簡易版スクリーニングテスト(Whooley MA, et al: J Gen Intern Med 1997; 12: 439-45)

うつ指標

２
０

* 減煙期間中は嘔気のため1mg/日を服用

11



【研究目的】
精神神経面での薬剤の有効性と安全性の検討
3種類の薬剤間での直接比較による検討

【研究方法】
非精神疾患患者4028名、精神疾患患者4116名
バレニクリン、ブプロピオン、ニコチンパッチ、プラセ
ボの4群に割り付け（１：１：１：１の割り付け比）

【結果】
有効性

バレニクリンは、プラセボおよび他の2剤に比べて、
有意に禁煙率が高かった(p<0.0001)。
精神疾患の有無別にみても同様の結果であった。

＜禁煙オッズ比（全体）＞
vsプラセボ パッチ ブプロピオン

9-12週禁煙 3.61 1.51 1.75
9-24週禁煙 2.74 1.52 1.45 

安全性
精神疾患の有無に関わらず、バレニクリン、ブプロピ
オン服薬による精神神経症状の悪化は認められず。

薬剤の有効性と安全性に関する大規模試験（EAGLES)

(Anthenelli RM, et al: Lancet 2016; 387: 2507-20）
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9-24週持続禁煙率
(%)

職域における禁煙治療プログラムの参加率と禁煙率

実施事業所名 台東区⽴
台東病院・⽼健千束

船員保険
健康管理センター

昭和電⼯
塩尻・⼤町事業所

⽇⽴製作所
⼤森・新川崎事業

実施時期 2017年 2007年 2008〜2010年 2009〜2011年

募集期間 6ヵ⽉ 1ヵ⽉半 1年8ヵ⽉ 2年

従業員数 285 121 780 2,600

喫煙者数 41 31 487 832*1

喫煙率 14.4 25.6*2 38.2 32.0

参加者数 9 4 37 42

参加率 22.0 12.9 7.6 5.0

禁煙率
治療終了時 89.0 ー 80.6 71.4
治療終了3ヵ⽉後
(継続禁煙) 89.0 ー 61.3 ー

備考 ー ⼩形ら、2007 松澤ら、2011 吉野ら、2012

*1 喫煙者数が報告されていなかったため、従業員数と喫煙率より推定

*2 アンケート未回答者15名を含む121名を分母として喫煙率を算出

*3 中医協の結果検証（2007、2009年） 禁煙率（治療終了時） 55-58％

加熱式たばこの流行

商品名 アイコス プルーム・テック グロー

メーカー フィリップモリス
ジャパン

JT ブリティッシュ・
アメリカン・

タバコ・ジャパン

発売 2014年11月 2016年3月 2016年12月

アイコス使用者の割合
Tabuchiら(2017) 0.3%（2015年)→0.6% （2016年)→3.6%(2017年)

厚労科研大和班（2016年12月調査） 紙巻たばこ経験者の約2割

商品名 アイコス プルーム・テック グロー

メーカー フィリップモリス
ジャパン

JT ブリティッシュ・
アメリカン・

タバコ・ジャパン

発売 2014年11月 2016年3月 2016年12月

iQOSパンフレット、2017より

iQOSの有害成分の量の低減率（平均）

フィリップモリスの広告

有害成分：WHOが健康へのリスクの観点から含有量の低減を優先して推奨している9つの健康懸念物質。
ベンゾピレン、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、アクロレイン、N-ニトロソノルニコチン（NNN）、
4-（メチルニトロソアミノ）-1-（3-ピリジル）-1-ブタノン（NNK）、一酸化炭素、1,3-ブタジエン、ベンゼン
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教材はHPからダウンロードできます

加熱式たばこに切り替えた場合の問題点

1.紙巻たばこに比べるとニコチン以外の有害物質の曝露量を減
らせる可能性がある。しかし、曝露量が少ないとはいえ、発が
ん物質等の有害物質への曝露は継続される。

2.ニコチンの吸収動態は紙巻たばこと類似しており、ニコチン依
存症は継続される。

3.有害物質の曝露が少ないからといって、それに見合った分、
病気のリスクが減るかどうかの保証はない。

4.紙巻たばこを併用した場合に有害物質の曝露が低減は期待
できない可能性が高い。

1) Bekki K, et al. Journal of UOEH 2017; 39(3): 201-207.
2) McNeill A, et al. Evidence review of e-cigarettes and heated tobacco products 2018 

A report commissioned by Public Health England.  Public Health England, 2018.
3) Law MR, et al. Prog Cardiovasc Dis 2003; 46(1): 31-38.

以上のことを踏まえて、たばこ関連の健康リスク

を軽減させるために、加熱式たばこを単独で使用し

ている場合であっても、それをゴールとするのではな

く、最終的にはその使用も中止するよう、情報提供

や支援を行うことが重要である。

加熱式たばこ使用者への対応

その際に、加熱式たばこに切り替えた理由や切り
替えて感じていることなどを聞き出して、喫煙者の
気持ちを受容しながら、次へのステップについて話
し合うことが大切である。

喫煙率の年次推移
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*

※ 喫煙者の定義： 2003～10年は、これまで合計100本以上または6ヶ月以上たばこを吸っている（吸っていた）者のうち、この1ヶ
月間に毎日または時々たばこを吸っていると回答した者。2011～12年は、これまで習慣的にたばこを吸ってい
たことがある者のうち、この1ヶ月間に毎日または時々たばこを吸っていると回答した者。2013～17年はたばこ
を毎日吸っている、または時々吸う日があると回答した者。

たばこ値上げ（約110円）
* 男女計で17％減

(自然減2.6％)

（厚生労働省 平成29年国民健康・栄養調査結果）
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日本経済新聞、2018年7月19日 一部追加

改正健康増進法（受動喫煙防止法）の内容
2018年7月18日成立

今後5年間のたばこの段階的値上げ

紙巻たばこ 60円の増税

加熱式たばこ 80～180円の増税

日本経済新聞（電子版）、2017年12月10日朝日新聞デジタル、2017年12月6日

紙巻たばこA

紙巻A

加熱式たばこA

加熱式たばこB 加熱式A

加熱式B

加熱式C

加熱式たばこC

東京オリパラにむけて
禁煙推進のチャンスが到来

禁煙ニーズの増加

その受け皿づくりが求められる

ドック健診の場はその有用な受け皿になる

＋アドバイス
禁煙外来の
勧め（R）

禁煙希望者

⇒
禁煙外来

受診

＋アドバイス
禁煙外来の
予約（C）

禁煙希望者

禁煙外来
実施

禁煙外来の「勧め」（AAR)から
「予約・提供」（AAC)へ
☆キーワードはConnect

＋

遠隔診療
保健事業ではオール遠隔可
保険診療(2020年実現？）

初回対面、再診
14



禁煙外来
（禁煙治療サービス機関）

喫煙状況の確認
短時間アドバイス（30秒）
禁煙外来への紹介（禁煙希望者）

紹介
（電子カルテが患者

住所に近い禁煙外
来を紹介）

（ ）
指導者研修

（オンライントレーニング）

禁煙外来の受診

電話連絡

スタッフ患者

イギリスでの病院における禁煙推進システム

同意
（禁煙外来への紹介）

★入院の場合は禁煙外来スタッフが訪問

保 険 者

遠隔医療
提供事業者

被保険者

ドック健診、保健指導での
短時間支援⇓
会員施設

禁煙治療

対面治療
遠隔診療

・オンライン診療
・治療アプリ

人間ドック施設における禁煙推進のための提案
(喫煙対策委員会）

研修

人間ドック学会
保険者・遠隔医療提供事業者との契約

指導者トレーニング

◇集合型研修
・人間ドック健診情報管理指導士研修

・ブラッシュアップ研修

◇ eラーニング

委託契約
(集合契約)

契約

実施支援

人間ドック健診

情報管理指導士
（アドバイ

ザー）

資格の
グレードアップ
認知度向上

受診

ワンストップで
禁煙推進

遠隔医療
提供事業者

契約

結果のまとめ
項目 内容 2011年 2017年 p値

施設について 敷地内禁煙 67% 74% ***

施設責任者が非喫煙の施設 85% 88% *

職員の喫煙率10%未満の施設 46% 54% ***

人間ドック 全員の喫煙状況の把握 91% 90%

全員に事後指導で情報提供・アドバイ
スを実施

18% 13% **

禁煙外来 設置（ドック内または併設施設内） 47% 52%

特定健診 全員に情報提供・アドバイスを実施 － 11%

特定保健指導 全員に情報提供・アドバイスを実施 － 20%

禁煙治療・支援の研修 何らかの研修の機会を提供 － 74%

人間ドック健診施設における禁煙支援等に関する実態調査 2017年

χ2検定 ： * p<0.05 ** p<0.01 *** p<0.001

（注） 2011年については「敷地内（全館）禁煙」と回答した施設を「敷地内禁煙」とみなして集計した

ポピュレーション戦略の方策(介入のはしご)
レベル1 選択させないように規制

レベル２ 選択を制限

レベル３ 逆インセンティブにより選択を誘導

レベル４ インセンティブにより選択を誘導

レベル５ 健康的な選択肢をデフォルト（初期設定）
として、選択を誘導

レベル６ 環境を整えて健康的な選択を誘導

レベル７ 情報を提供する：教育・啓発普及

レベル８ 何もしない、ただ現状をモニタリングする

介
入
効
果

大

小

Department of Health: Healthy Lives Healthy people ‐ Our Strategy for Public Health in England. 2010. p.30の図をもとに作成
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「たばこ対策のはしご」
介入レベル 内容 保険者 事業者

２．選択の制限 建物内禁煙、敷地内禁煙
就業時間内喫煙の禁止

〇
〇

３．逆インセンティブにより選
択を誘導

就業中の喫煙による離席罰金 〇

４．インセンティブにより選択
を誘導

禁煙手当
禁煙治療費の補助 〇

〇

５．健康的な選択肢をデフォ
ルトとして、選択を誘導

喫煙者不採用
喫煙者の管理職登用除外

〇
〇

６．環境を整えて健康的な選
択を誘導

健診での禁煙支援
保健指導での禁煙支援
指導者養成（支部､健診機関､事業者）
治療メニューの充実
治療のための職務免除
遠隔診療
禁煙支援イベント

〇
〇
〇
〇

〇
〇

〇

〇

７．情報提供
（教育・啓発普及）

講演会
教材配布

〇
〇

〇
〇

総合的な禁煙推進を目指して
指導者養成

eラーニングや集合型研修

指導者養成

eラーニングや集合型研修

禁煙相談
（電話・遠隔）

通信プログラム
（自助教材・アプリ）

禁煙治療
（対面・遠隔）

保険者（協会けんぽ）

事業者

喫煙者

ドック健診委託機関

建物内禁煙、敷地内禁煙

就業時間内喫煙の禁止

禁煙手当

就業時間中の喫煙による離席罰金

喫煙者不採用

喫煙者の管理職登用除外

講演会など

禁煙の呼びかけ
禁煙治療費の補助
遠隔診療の導入
治療メニューの充実

健診の場での禁煙の声かけ
禁煙治療の予約・提供

職場での
禁煙の声かけ

事業所の環境づくり、情報提供

禁煙のすすめ受動喫煙防止受動喫煙防止 禁煙のすすめ

地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター作成

受動喫煙防止・禁煙のすすめ教材

最近流⾏している加熱式たばこに関する正しい健康情報をはじめ、たばこを吸っている⽅が禁煙に関⼼を持ち、禁煙に
成功できるための情報が満載。

リーフレット 2種類ポスター 2種類

ここが特徴︕
2020年の改正健康増進法の完全施⾏にむけて、受動喫煙による健康影響やその被害の⼤きさ、改正された法律の
概要とその意義、⾝近にできる受動喫煙対策のポイントをわかりやすく解説。

https://healthprom.jadecom.or.jp/

教材はHPからダウンロードできます
お問い合わせ

TEL：03-5212-9152 FAX：03-5211-0515
E-Mail：health-promotion@jadecom.or.jp

まとめ
１．わが国では、健診ドックが広く実施されているが、禁煙の動

機が高まる機会であり、健診ドック当日ならびに保健指導
における禁煙支援の強化が必要である。

２．効果的な禁煙アドバイスや禁煙治療の方法が明らかになっ
ているが、新しい治療方法として、遠隔診療（オンライン診
療や治療アプリ）や禁煙補助薬を用いた充実治療が開発さ
れ、その有効性も明らかになっている。

３．2010年の改正健康増進法の全面施行に加えて、たばこ
税・価格の引き上げに伴い、禁煙のニーズが増加する。

４．人間ドック学会ならびに会員施設は、予防医学を推進する
立場から、ICTを活用して、健診ドック当日の禁煙アドバイス
（短時間支援）と禁煙を希望する受診者への禁煙治療の予
約・提供に取り組む必要がある。
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